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（訂正・数値データ訂正あり）「平成 21 年 5 月期(第 10 期) 決算短信（非連結）」の一部訂正について 

 

本日（平成 22 年１月 14日）付「過年度決算短信等の訂正について」で発表しておりますとおり、平成 21 年 5 月期(第 10

期)決算短信（非連結）につきまして、会計処理の誤りを修正し必要と認められる訂正を行いましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

 

記 

 
（百万円未満切捨て） 

１. 21 年 5 月期の業績（平成 20 年 6月 1日～平成 21 年 5月 31 日） 

(1）経営成績  （％表示は対前期増減率）

(訂正前）  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21 年５月期 1,381 △31.5 △26 ― △145 ― △366 ―

20 年５月期 2,017 △13.4 109 △21.0 102 △28.6 61 △24.1

 

 
1 株当たり当期純

利益 

潜在株式調整後 1株

当たり当期純利益 

自己資本当期純利

益率 
総資産経常利益率 売上高営業利益率

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21 年５月期 △26,742.17 － △84.2 △9.2 △1.9

20 年５月期 4,495.18 4,435.61 10.1 7.0 5.4

（参考） 持分法投資損益 21 年 5 月期  ―百万円 20 年 5 月期  ―百万円 

 

(訂正後）  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21 年５月期 1,381 △31.5 9 △91.3 △241 ― △459 ―

20 年５月期 2,017 △13.4 113 △17.9 46 △67.5 1 △98.6

 

 
1 株当たり当期純

利益 

潜在株式調整後 1株

当たり当期純利益 

自己資本当期純利

益率 
総資産経常利益率 売上高営業利益率

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21 年５月期 △33,552.62 － △140.1 △16.3 0.7

20 年５月期 84.99 83.86 0.2 3.2 5.6

（参考） 持分法投資損益 21 年 5 月期  ―百万円 20 年 5 月期  ―百万円 

 

(2）財政状態  

(訂正前）  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

21 年５月期 1,398 253 17.4 17,740.86

20 年５月期 1,749 637 35.9 45,797.51

（参考） 自己資本   21 年 5 月期 243 百万円  20 年 5 月期 627 百万円 

 

 



 

(訂正後）  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

21 年５月期 1,257 99 7.1 6,521.74

20 年５月期 1,698 577 33.4 41,387.32

（参考） 自己資本   21 年 5 月期 89 百万円  20 年 5 月期 567 百万円 

 

(3）キャッシュ・フローの状況  

(訂正前）  

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び 

現金同等物期末残高

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年５月期 71 △267 6 247

20 年５月期 △37 △349 367 435

 
(訂正後）  

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び 

現金同等物期末残高

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年５月期 273 △468 6 247

20 年５月期 △30 △357 367 435

 

２. 配当の状況 

(訂正前） 
 1 株当たり配当金 配当金総額 

(年間) 
配当性向

純資産 

配当率 (基準日) 第 1 四半期 第 3四半期 第 3四半期 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20 年 5 月期 － － － － － － 1,124 00 1,124 00 15 25.0 2.5

21 年 5 月期 － － － － － － － － － － ― ― ―

22年 5月期(予想) － － － － － － 416 00 416 00 ― 25.0 ―

 

(訂正後） 
 1 株当たり配当金 配当金総額 

(年間) 
配当性向

純資産 

配当率 (基準日) 第 1 四半期 第 3四半期 第 3四半期 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20 年 5 月期 － － － － － － 1,124 00 1,124 00 15 1,322.5 2.7

21 年 5 月期 － － － － － － － － － － ― ― ―

22年 5月期(予想) － － － － － － 416 00 416 00 ― 25.0 ―

 



１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

（訂正前） 

＜省略＞ 

以上により、売上高 1,381,218 千円（対前期比 31.5％減）、営業損失△26,417 千円（前年同期は 109,672

千円の営業利益）、経常損失△145,284 千円（前年同期は 102,739 千円の経常利益）、当期純損失△366,367

千円（前年同期は 61,583 千円の当期純利益）となりました。 

 

（訂正後） 

＜省略＞ 

以上により、売上高 1,381,218 千円（対前期比 31.5％減）、営業利益 9,913 千円（対前期比 91.3％減）、

経常損失 241,068 千円（前期は 46,828 千円の経常利益）、当期純損失 459,670 千円（前期は 1,164 千円

の当期純利益）となりました。 

 

（２）財政状態に関する分析 

（訂正前） 

①資産、負債及び純資産の状況 

流動資産は、前事業年度末に比べて 18.6%減少し、771,565 千円となりました。これは、主に売上債権

の減少と貸倒引当金の計上によるものです。固定資産は、前事業年度末に比べて 21.9%減少し、626,442

千円となりました。これは、主に投資有価証券の売却によるものです。 

以上により資産合計は、前事業年度末に比べて 20.1%減少し 1,398,007 千円となりました。 

負債合計は、前事業年度末に比べて 3.0%増加し 1,144,689 千円となりました。これは主に長期借入金

の増加と前受金の増加等によるものです。 

純資産は、253,317 千円となりました。これは主に当期純損失による利益剰余金の減少によるものです。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物は前事業年度末に比べ 188,324 千円減少し、247,196 千円とな

りました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は 71,913 千円(前事業年度は 37,900 千円の使用)と

なりました。これは主に、税引前当期純損失 364,454 千円の計上、リース債権及びリース投資資産の増

加額 275,741 千円等があったものの、売上債権が 384,611 千円減少したこと等によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は 267,101 千円(前事業年度は 349,990 千円の使用)

となりました。 

これは主に、投資有価証券の売却による収入 206,063 千円等があったものの、投資有価証券の取得に

よる支出 154,077 千円、貸付による支出 320,000 千円等があったことによるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

＜省略＞ 

 

（キャッシュ・フロー指標の推移） 

 平成 17 年

5月期 

平成 18 年

5 月期 

平成 19 年 

5 月期 

平成 20 年 

5 月期 

平成 21 年

5月期 

自己資本比率 20.1％ 37.3％ 48.7% 35.9% 17.4%

時価ベースの自己資本比率 － － 143.2%  35.4%  12.6%

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 27,599.1% 425.6% 52.0% ― %  931.0%

インタレスト・カバレッジ・レシオ 0.2 倍 8.5 倍 116.9 倍 ―倍 5.7 倍

＜省略＞ 

 



（訂正後） 

①資産、負債及び純資産の状況 

流動資産は、前事業年度末に比べて 49.3%減少し、480,053 千円となりました。これは、主に売上債権

の減少と貸倒引当金の計上によるものです。固定資産は、前事業年度末に比べて 3.4%増加し、777,929

千円となりました。これは、主に投資有価証券の売却によるものと長期貸付金の増加 393,404 千円、貸

倒引当金の増加 305,043 千円によるものです。 

以上により資産合計は、前事業年度末に比べて 26.0%減少し 1,257,983 千円となりました。 

負債合計は、前事業年度末に比べて 3.3%増加し 1,158,367 千円となりました。これは主に長期借入金

の増加と前受金の増加等によるものです。 

純資産は、99,615 千円となりました。これは主に当期純損失による利益剰余金の減少によるものです。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物は前事業年度末に比べ 188,324 千円減少し、247,196 千円とな

りました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は 273,297 千円(前事業年度は 30,144 千円の使用)と

なりました。これは主に、税引前当期純損失 460,238 千円の計上、リース債権及びリース投資資産の増

加額 96,554 千円等があったものの、売上債権が 384,611 千円減少したこと等によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は 468,486 千円(前事業年度は 357,746 千円の使用)

となりました。 

これは主に、投資有価証券の売却による収入 206,063 千円等があったものの、投資有価証券の取得に

よる支出 154,077 千円、貸付による支出 495,134 千円等があったことによるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

＜省略＞ 

 

（キャッシュ・フロー指標の推移） 

 平成 17 年

5月期 

平成 18 年

5 月期 

平成 19 年 

5 月期 

平成 20 年 

5 月期 

平成 21 年

5月期 

自己資本比率 20.1％ 37.3％ 48.7% 33.3% 7.1%

時価ベースの自己資本比率 － － 143.2%  36.4%  14.0%

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 27,599.1% 425.6% 52.0% ― %  245.0%

インタレスト・カバレッジ・レシオ 0.2 倍 8.5 倍 116.9 倍 ―倍 21.7 倍

＜省略＞ 

 

（４）事業等のリスク 

４．業績の推移について 

（訂正前） 

＜省略＞ 

回次 第 6期 第 7期 第 8期 第 9期 第 10 期 

決算年月 平成 17 年 5月 平成 18 年 5月 平成 19年 5月 平成 20 年 5月 平成 21 年 5月

売上高 

(千円) 

1,550,075 

(110.3%) 

2,021,803

(130.4%)

2,330,490

(115.3%)

2,017,554 

(86.6%) 

1,381,218 

(68.5%) 

売上総利益 

(千円) 

244,829 

(15.8%) 

346,585

(17.1%)

458,439

(19.7%)

434,373 

(21.5%) 

284,075 

(20.6%) 

経常利益 

(千円) 

39,946 

(2.6%) 

110,671

(5.5%)

143,868

(6.2%)

45,569 

(2.3%) 

△240,694 

(－%) 

＜省略＞ 

 



（訂正後） 

＜省略＞ 

回次 第 6期 第 7期 第 8期 第 9期 第 10 期 

決算年月 平成 17 年 5月 平成 18 年 5月 平成 19年 5月 平成 20 年 5月 平成 21 年 5月

売上高 

(千円) 

1,550,075 

(110.3%) 

2,021,803

(130.4%)

2,330,490

(115.3%)

2,017,554 

(86.6%) 

1,381,218 

(68.5%) 

売上総利益 

(千円) 

244,829 

(15.8%) 

346,585

(17.1%)

458,439

(19.7%)

434,373 

(21.5%) 

284,075 

(20.6%) 

経常利益 

(千円) 

39,946 

(2.6%) 

110,671

(5.5%)

143,868

(6.2%)

46,828 

(2.3%) 

△241,068 

(－%) 

＜省略＞ 

 

６．業績変動要因について 

（訂正前） 

（７）有利子負債について 

＜省略＞ 

  有利子負債額（千円） 負債及び資本の合計額に対する割合（％）

第６期(平成 17年 5月期) 443,296 59.4% 

第７期(平成 18年 5月期) 230,080 33.9% 

第８期(平成 19年 5月期) 222,460 18.5% 

第９期(平成 20年 5月期) 626,448 35.8% 

第10期(平成21年5月期) 669,503 47.9% 

 

今後は、経営努力によって資金効率の改善と自己資本の充実をはかり、有利子負債を削減していく

方針であり、当事業年度末においては有利子負債比率 47.9％(前期末比で 12.1 ポイント増)となってお

ります。 

当事業年度末において流動比率 120.0％、当座比率 50.6％であり、有利子負債が当社の経営を圧迫

するには至っておりませんが、現時点においては、今後の金利水準及び当社の営業キャッシュ・フロ

ーの推移により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（12）継続企業の前提に関する重要事象等 

平成 21 年 5月期の経営成績は、顧客企業のＩＴ投資の抑制や延期の影響や、経営統合の合意解約に伴

う実費負担分等の経営統合関連損失、本社の移転等を含む事業構造改善費用等を計上したことから、売

上高 1,381,218 千円（対前期比 31.5％減）、営業損失△26,417 千円（前年同期は 109,672 千円の営業利

益）、経常損失△145,284 千円（前年同期は 102,739 千円の経常利益）、当期純損失△366,367 千円（前年

同期は 61,583 千円の当期純利益）となりました。このような多額な損失を計上していることにより、継

続企業の前提に疑義を生じさせる状況が存在しております。 

＜省略＞ 

 

（訂正後） 

（７）有利子負債について 

＜省略＞ 

  有利子負債額（千円） 負債及び資本の合計額に対する割合（％）

第６期(平成 17年 5月期) 443,296 59.4% 

第７期(平成 18年 5月期) 230,080 33.9% 

第８期(平成 19年 5月期) 222,460 18.5% 

第９期(平成 20年 5月期) 647,540 38.1% 

第10期(平成21年5月期) 669,503 53.2% 

 

今後は、経営努力によって資金効率の改善と自己資本の充実をはかり、有利子負債を削減していく

方針であり、当事業年度末においては有利子負債比率 53.2％(前期末比で 15.1 ポイント増)となってお

ります。 

当事業年度末において流動比率 73.1％、当座比率 49.6％であり、有利子負債が当社の経営を圧迫す



るには至っておりませんが、現時点においては、今後の金利水準及び当社の営業キャッシュ・フロー

の推移により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（12）継続企業の前提に関する重要事象等 

平成 21 年 5月期の経営成績は、顧客企業のＩＴ投資の抑制や延期の影響や、経営統合の合意解約に伴

う実費負担分等の経営統合関連損失、本社の移転等を含む事業構造改善費用等を計上したことから、売

上高 1,381,218 千円（対前期比 31.5％減）、営業利益 9,913 千円（対前期比 91.3％減）、経常損失 241,068

千円（前年同期は 46,828 千円の経常利益）、当期純損失 459,670 千円（前年同期は 1,164 千円の当期純

利益）となりました。このような多額な損失を計上していることにより、継続企業の前提に疑義を生じ

させる状況が存在しております。 

＜省略＞ 

 



４．財務諸表等 

（１）貸借対照表 
（訂正前） 

（単位：千円） 

 

前事業年度 

(平成 20 年５月 31 日) 

当事業年度 

(平成 21 年５月 31 日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 435,520 247,196

売掛金 465,549 78,202

商品 14,727 15,042

仕掛品 2,934 113

リース投資資産 － 282,988

前払金 121 90

前渡金 － 794

前払費用 27,586 25,137

繰延税金資産 1,203 －

短期貸付金 － 220,000

その他 57 11,998

貸倒引当金 － △110,000

流動資産合計 947,701 771,565

固定資産 

有形固定資産 

建物 8,482 4,334

減価償却累計額 △3,873 △1,317

建物（純額） 4,608 3,017

工具、器具及び備品 74,574 60,384

減価償却累計額 △47,252 △45,943

工具、器具及び備品（純額） 27,322 14,440

賃貸用資産 730,766 652,063

減価償却累計額 △98,569 △176,458

賃貸用資産（純額） 632,196 475,605

有形固定資産合計 664,127 493,063

無形固定資産 

ソフトウエア 4,394 5,541

賃貸用資産 3,299 74,542

ソフトウエア仮勘定 487 －

無形固定資産合計 8,180 80,084

投資その他の資産 

投資有価証券 87,141 6,088

出資金 10 10

破産更生債権等 － 2,735

長期前払費用 16,737 17,900

敷金 21,851 29,295

保険積立金 2,507 －

繰延税金資産 1,297 －

貸倒引当金 － △2,735

投資その他の資産合計 129,546 53,294

固定資産合計 801,854 626,442

資産合計 1,749,556 1,398,007

 
 



（単位：千円） 

 

前事業年度 

(平成 20 年５月 31 日) 

当事業年度 

(平成 21 年５月 31 日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 122,648 48,838

短期借入金 100,000 －

1 年内返済予定の長期借入金 120,938 166,122

リース債務 16,844 1,416

未払金 36,667 29,278

未払費用 － 5,479

未払法人税等 7,365 449

未払消費税等 15,787 －

前受金 271,977 330,337

預り金 9,431 6,803

前受収益 － 3,254

役員退職慰労引当金 － 50,000

その他 443 744

流動負債合計 702,103 642,724

固定負債 

長期借入金 405,510 499,133

リース債務 4,248 2,832

固定負債合計 409,758 501,965

負債合計 1,111,862 1,144,689

純資産の部 

株主資本 

資本金 254,219 254,219

資本剰余金 

資本準備金 154,217 154,217

資本剰余金合計 154,217 154,217

利益剰余金 

利益準備金 2,132 2,132

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 216,886 △164,880

利益剰余金合計 219,018 △162,747

株主資本合計 627,456 245,689

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △30 △2,639

評価・換算差額等合計 △30 △2,639

新株予約権 10,268 10,268

純資産合計 637,693 253,317

負債純資産合計 1,749,556 1,398,007

 
 



（訂正後） 
（単位：千円） 

 

前事業年度 

(平成 20 年５月 31 日) 

当事業年度 

(平成 21 年５月 31 日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 435,520 247,196

売掛金 465,549 78,202

商品 14,727 15,042

仕掛品 2,934 113

リース投資資産 － 103,802

前払金 121 90

前渡金 － 794

前払費用 27,586 25,137

1 年内回収予定の長期貸付金 － 1,730

1 年内回収予定の役員に対する長期貸付金 － 2,200

その他 57 5,742

流動資産合計 946,497 480,053

固定資産 

有形固定資産 

建物 8,482 4,334

減価償却累計額 △3,873 △1,317

建物（純額） 4,608 3,017

工具、器具及び備品 74,574 60,384

減価償却累計額 △47,252 △45,943

工具、器具及び備品（純額） 27,322 14,440

賃貸用資産 575,637 496,935

減価償却累計額 △94,265 △147,873

賃貸用資産（純額） 481,372 349,062

有形固定資産合計 513,303 366,520

無形固定資産 

ソフトウエア 4,394 5,541

賃貸用資産 3,299 74,542

ソフトウエア仮勘定 487 －

無形固定資産合計 8,180 80,084

投資その他の資産 

投資有価証券 87,141 6,088

出資金 10 10

長期貸付金 － 393,404

役員に対する長期貸付金 162,885 186,935

破産更生債権等 － 2,735

長期前払費用 16,737 17,900

敷金 21,851 29,295

保険積立金 2,507 －

貸倒引当金 △60,193 △305,043

投資その他の資産合計 230,940 331,325

固定資産合計 752,424 777,929

資産合計 1,698,921 1,257,983

 
 



（単位：千円） 

 

前事業年度 

(平成 20 年５月 31 日) 

当事業年度 

(平成 21 年５月 31 日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 122,648 48,838

短期借入金 100,000 －

1 年内返済予定の長期借入金 120,938 166,122

リース債務 16,844 1,416

未払金 36,667 29,653

未払費用 － 5,479

未払法人税等 9,394 2,495

未払消費税等 23,543 11,257

前受金 271,977 330,337

預り金 9,431 6,803

前受収益 － 3,254

役員退職慰労引当金 － 50,000

その他 443 744

流動負債合計 711,889 656,402

固定負債 

長期借入金 405,510 499,133

リース債務 4,248 2,832

固定負債合計 409,758 501,965

負債合計 1,121,647 1,158,367

純資産の部 

株主資本 

資本金 254,219 254,219

資本剰余金 

資本準備金 154,217 154,217

資本剰余金合計 154,217 154,217

利益剰余金 

利益準備金 2,132 2,132

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 156,466 △318,602

利益剰余金合計 158,598 △316,470

株主資本合計 567,036 91,966

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △30 △2,619

評価・換算差額等合計 △30 △2,619

新株予約権 10,268 10,268

純資産合計 577,274 99,615

負債純資産合計 1,698,921 1,257,983

 
 



（２）損益計算書 

（訂正前） 

（単位：千円） 

   

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

売上高 

ＩＴサービス売上高 1,003,766 917,347

商品売上高 1,013,787 463,870

売上高合計 2,017,554 1,381,218

売上原価 

ＩＴサービス売上原価 725,032 718,315

商品売上原価 

商品期首たな卸高 49,586 14,727

当期商品仕入高 827,593 416,055

合計 877,179 430,782

商品他勘定振替高 － ※1 22

商品期末たな卸高 14,727 15,042

商品売上原価 862,452 415,717

売上原価合計 1,587,484 1,134,032

売上総利益 430,069 247,186

販売費及び一般管理費 ※2 320,397 ※2 273,603

営業利益又は営業損失（△） 109,672 △26,417

営業外収益 

受取利息 673 3,563

受取配当金 － 1,302

受取手数料 1,066 232

保険解約返戻金 － 2,936

その他 1,324 5

営業外収益合計 3,064 8,039

営業外費用 

支払利息 8,637 12,601

支払手数料 1,359 4,010

貸倒引当金繰入額 － 110,000

その他 － 294

営業外費用合計 9,997 126,906

経常利益又は経常損失（△） 102,739 △145,284

 

 



（単位：千円） 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

特別損失 

固定資産除却損 ※3 73 ※3 227

固定資産売却損 － ※4 49,494

投資有価証券売却損 － 28,477

経営統合関連損失 － ※5 74,342

事業構造改善費用 － ※6 16,627

役員退職慰労引当金繰入額 － 50,000

特別損失合計 73 219,169

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 102,665 △364,454

法人税、住民税及び事業税 36,838 332

法人税等還付税額 － △899

法人税等調整額 4,243 2,480

法人税等合計 41,082 1,913

当期純利益又は当期純損失（△） 61,583 △366,367

 



（訂正後） 

（単位：千円） 

   

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

売上高 

ＩＴサービス売上高 1,003,766 917,347

商品売上高 1,013,787 463,870

売上高合計 2,017,554 1,381,218

売上原価 

ＩＴサービス売上原価 720,727 681,425

商品売上原価 

商品期首たな卸高 49,586 14,727

当期商品仕入高 827,593 416,055

合計 877,179 430,782

商品他勘定振替高 － ※1 22

商品期末たな卸高 14,727 15,042

商品売上原価 862,452 415,717

売上原価合計 1,583,180 1,097,142

売上総利益 434,373 284,075

販売費及び一般管理費 ※2 320,418 ※2 274,162

営業利益 113,954 9,913

営業外収益 

受取利息 673 3,563

受取配当金 － 1,302

受取手数料 1,066 232

保険解約返戻金 － 2,936

その他 1,324 5

営業外収益合計 3,064 8,039

営業外費用 

支払利息 8,637 12,601

支払手数料 1,359 4,010

貸倒引当金繰入額 60,193 242,115

その他 － 294

営業外費用合計 70,190 259,021

経常利益又は経常損失（△） 46,828 △241,068

 



（単位：千円） 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

特別損失 

固定資産除却損 ※3 73 ※3 227

固定資産売却損 － ※4 49,494

投資有価証券売却損 － 28,477

経営統合関連損失 － ※5 74,342

事業構造改善費用 － ※6 16,627

役員退職慰労引当金繰入額 － 50,000

特別損失合計 73 219,169

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 46,755 △460,238

法人税、住民税及び事業税 38,845 332

法人税等還付税額 － △899

法人税等調整額 6,744 ―

法人税等合計 45,590 △567

当期純利益又は当期純損失（△） 1,164 △459,670

 
 

ＩＴサービス売上原価明細書 

（訂正前） 

   

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％）

Ⅰ  労務費       137,631 19.0     127,999 17.9

Ⅱ  外注費       429,238 59.1     387,894 54.2

Ⅲ  経費 ※      158,763 21.9     199,600 27.9

当期総製造費用        725,633 100.0     715,494 100.0

期首仕掛品棚卸高       2,332         2,934     

 合計       727,966         718,429     

期末仕掛品棚卸高       2,934         113     

当期ＩＴサービス売上原価        725,032         718,315     

 （原価計算の方法） 

当社の原価計算は、実際個別原価計算を採用しております。  

  （注）※主な内訳は、次のとおりであります。 

 項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

通信費  27,597 26,533 

減価償却費 101,589 118,103 

リース原価 － 22,700 

 



（訂正後） 

   

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％）

Ⅰ  労務費       137,631 19.1     127,999 18.9

Ⅱ  外注費       429,238 59.5     387,894 57.1

Ⅲ  経費 ※      154,459 21.4     162,711 24.0

当期総製造費用        721,329 100.0     678,605 100.0

期首仕掛品棚卸高       2,332         2,934     

 合計       723,662         681,539     

期末仕掛品棚卸高       2,934         113     

当期ＩＴサービス売上原価        720,727         681,425     

 （原価計算の方法） 

当社の原価計算は、実際個別原価計算を採用しております。  

  （注）※主な内訳は、次のとおりであります。 

 項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

通信費  27,597 26,533 

減価償却費 97,285 93,822 

リース原価 － 10,091 

 

 



（３）株主資本等変動計算書 

（訂正前） 

（単位：千円） 

      

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

株主資本 

資本金 

前期末残高 254,219 254,219

当期末残高 254,219 254,219

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 154,217 154,217

当期末残高 154,217 154,217

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 2,132 2,132

当期末残高 2,132 2,132

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

前期末残高 175,578 216,886

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 61,583 △366,367

当期変動額合計 41,307 △381,766

当期末残高 216,886 △164,880

利益剰余金合計 

前期末残高 177,710 219,018

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 61,583 △366,367

当期変動額合計 41,307 △381,766

当期末残高 219,018 △162,747

株主資本合計 

前期末残高 586,148 627,456

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 61,583 △366,367

当期変動額合計 41,307 △381,766

当期末残高 627,456 245,689

 

 



（単位：千円） 

    

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 1,291 △30

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,321 △2,609

当期変動額合計 △1,321 △2,609

当期末残高 △30 △2,639

新株予約権 

前期末残高 － 10,268

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,268 －

当期変動額合計 10,268 －

当期末残高 10,268 10,268

純資産合計 

前期末残高 587,439 637,693

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 61,583 △366,367

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,946 △2,609

当期変動額合計 50,254 △384,376

当期末残高 637,693 253,317

 



（訂正後） 

（単位：千円） 

      

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

株主資本 

資本金 

前期末残高 254,219 254,219

当期末残高 254,219 254,219

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 154,217 154,217

当期末残高 154,217 154,217

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 2,132 2,132

当期末残高 2,132 2,132

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

前期末残高 175,578 156,466

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 1,164 △459,670

当期変動額合計 △19,111 △475,069

当期末残高 156,466 △318,602

利益剰余金合計 

前期末残高 177,710 158,598

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 1,164 △459,670

当期変動額合計 △19,111 △475,069

当期末残高 158,598 △316,470

株主資本合計 

前期末残高 586,148 567,036

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 1,164 △459,670

当期変動額合計 △19,111 △475,069

当期末残高 567,036 91,966

 

 



（単位：千円） 

    

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 1,291 △30

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,321 △2,588

当期変動額合計 △1,321 △2,588

当期末残高 △30 △2,619

新株予約権 

前期末残高 － 10,268

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,268 －

当期変動額合計 10,268 －

当期末残高 10,268 10,268

純資産合計 

前期末残高 587,439 577,274

当期変動額 

剰余金の配当 △20,276 △15,398

当期純利益又は当期純損失（△） 1,164 △459,670

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,946 △2,588

当期変動額合計 △10,165 △477,658

当期末残高 577,274 99,615

 

 



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（訂正前） 

（単位：千円） 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 102,665 △364,454

減価償却費 100,660 115,304

無形固定資産償却費 5,707 7,466

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 112,735

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 50,000

投資有価証券売却損益（△は益） － 28,477

 

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増

加） 
－ △275,741

受取利息及び受取配当金 △777 △4,865

支払利息 8,975 12,601

固定資産除売却損益（△は益） 73 49,722

事業構造改善費用 － 5,975

売上債権の増減額（△は増加） △340,446 384,611

たな卸資産の増減額（△は増加） 34,257 2,504

前払金の増減額（増加：△） △0 31

仕入債務の増減額（△は減少） 46,233 △73,810

未払金の増減額（△は減少） 238 △5,381

未払費用の増減額（△は減少） － 5,479

前受金の増減額（△は減少） 68,758 58,359

未払消費税等の増減額（△は減少） 15,787 △15,787

 

新株予約権発行による役員報酬との相殺額（減

少：△） 
10,268 －

その他の資産の増減額（△は増加） △17,387 △8,617

その他の負債の増減額（△は減少） 3,869 △2,627

小計 38,884 81,984

利息及び配当金の受取額 777 8,120

利息の支払額 △10,482 △12,726

法人税等の支払額 △67,079 △6,364

法人税等の還付額 － 899

営業活動によるキャッシュ・フロー △37,900 71,913

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △260,773 △11,500

無形固定資産の取得による支出 △569 △79,857

有形固定資産の売却による収入 － 1,714

投資有価証券の取得による支出 △81,535 △154,077

投資有価証券の売却による収入 － 204,063

貸付けによる支出 － △320,000

貸付金の回収による収入 － 100,000

敷金及び保証金の差入による支出 △6,798 △7,443

その他 △313 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △349,990 △267,101

 



（単位：千円） 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △122,460 △100,000

長期借入れによる収入 600,000 280,000

長期借入金の返済による支出 △73,552 △141,193

リース債務の返済による支出 △16,592 △16,844

配当金の支払額 △19,832 △15,098

財務活動によるキャッシュ・フロー 367,563 6,864

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △20,327 △188,324

現金及び現金同等物の期首残高 455,848 435,520

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 435,520 ※ 247,196

 

 



（訂正後） 

（単位：千円） 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 46,755 △460,238

減価償却費 96,356 91,023

無形固定資産償却費 5,707 7,466

貸倒引当金の増減額（△は減少） 60,193 244,850

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 50,000

投資有価証券売却損益（△は益） － 28,477

 

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増

加） 
－ △96,554

受取利息及び受取配当金 △777 △4,865

支払利息 8,975 12,601

固定資産除売却損益（△は益） 73 49,722

事業構造改善費用 － 5,975

売上債権の増減額（△は増加） △340,446 384,611

たな卸資産の増減額（△は増加） 34,257 2,504

前払金の増減額（増加：△） △0 31

仕入債務の増減額（△は減少） 46,233 △73,810

未払金の増減額（△は減少） 259 △4,822

未払費用の増減額（△は減少） － 5,479

前受金の増減額（△は減少） 68,758 58,359

未払消費税等の増減額（△は減少） 23,543 △12,285

 

新株予約権発行による役員報酬との相殺額（減

少：△） 
10,268 －

その他の資産の増減額（△は増加） △17,387 △2,529

その他の負債の増減額（△は減少） 3,869 △2,627

小計 46,641 283,368

利息及び配当金の受取額 777 8,120

利息の支払額 △10,482 △12,726

法人税等の支払額 △67,079 △6,364

法人税等の還付額 － 899

営業活動によるキャッシュ・フロー △30,144 273,297

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △105,644 △11,500

無形固定資産の取得による支出 △569 △79,857

有形固定資産の売却による収入 － 1,714

投資有価証券の取得による支出 △81,535 △154,077

投資有価証券の売却による収入 － 204,063

貸付けによる支出 △34,900 △495,134

貸付金の回収による収入 34,900 100,000

役員に対する貸付けによる支出 △162,885 △26,250

敷金及び保証金の差入による支出 △6,798 △7,443

その他 △313 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △357,746 △468,486

 



（単位：千円） 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年６月１日 

 至 平成 20 年５月 31 日)

当事業年度 

(自 平成 20 年６月１日 

 至 平成 21 年５月 31 日)

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △122,460 △100,000

長期借入れによる収入 600,000 280,000

長期借入金の返済による支出 △73,552 △141,193

リース債務の返済による支出 △16,592 △16,844

配当金の支払額 △19,832 △15,098

財務活動によるキャッシュ・フロー 367,563 6,864

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △20,327 △188,324

現金及び現金同等物の期首残高 455,848 435,520

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 435,520 ※ 247,196

 
 



重要な会計方針 

（訂正前） 

項目 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6 月 1日 

至 平成 20 年 5 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6 月 1日 

至 平成 21 年 5 月 31 日） 

３．固定資産の減価償却

の方法 

(3)賃貸用資産 

＜省略＞ 

レンタル資産 

見積貸与期間を償却年数とし、当該

期間内に定額償却する方法を採用

しております。 

 

＜省略＞ 

(3)賃貸用資産 

＜省略＞ 

オペレーティング・リース資産 

同左 

 

 

 

＜省略＞ 

４．引当金の計上基準 ― (1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 

(2)＜省略＞ 

 

（訂正後） 

項目 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6 月 1日 

至 平成 20 年 5 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6 月 1日 

至 平成 21 年 5 月 31 日） 

３．固定資産の減価償却

の方法 

(3)賃貸用資産 

＜省略＞ 

レンタル資産 

見積貸与期間を償却年数とし、当該

期間内に定額償却する方法を採用

しております。 

 

＜省略＞ 

(3)賃貸用資産 

＜省略＞ 

レンタル資産 

同左 

 

 

 

＜省略＞ 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

(2)＜省略＞ 

 

(3)経営統合関連損失引当金 

経営統合をめぐり、将来発生する可

能性のある費用を合理的に見積もり

計上しております。 

 

 



追加情報 

（訂正前） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6 月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6 月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

 

― 

１．当社は、平成 20 年 11 月 28 日開催の取締役会

決議に基づき、事業上関係のあるソフトウェア

販売会社に対して、関係強化を目的として資金

の貸付を行っております。貸付金額は 220,000

千円、利率は年 3.00％、貸付の実施時期は平成

20 年 11 月 28 日 100,000 千円（１回目）、平成

20 年 12 月４日 120,000 千円（２回目）、返済期

限は平成 21 年 11 月 30 日となっております。ま

た、貸付先の財務・業績等を評価し、貸倒引当

金を計上しております。 

２．役員退職慰労引当金 

＜省略＞ 

 

（訂正後） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6 月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6 月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

平成 22 年 1 月 8 日に受領した外部調査委員会に

よる調査報告書により、当事業年度において取得し

た有形固定資産の取得価額 245,016 千円のうち、

162,885 千円は取得原価として認められず、代表取

締役に対する貸付金として会計処理することが適

正であると報告されました。 

当報告を受けて、当社は平成 22 年 1 月 8 日に開

催した取締役会において、当社代表取締役松村明と

金銭消費貸借契約を締結することと、当事業年度の

財務諸表を訂正することを決議いたしました。 

契約内容の詳細については、「第 5 経理の状況

(1)財務諸表等 関連当事者との取引」の項目をご

参照ください。 

また、貸付先の返済能力を評価し、当該貸付金に

対して 60,193 千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。 

１．役員退職慰労引当金 

＜省略＞ 

２．平成 22 年 1 月 8 日に受領した外部調査委員会

による調査報告書により、当事業年度において取

得した有形固定資産の取得価額245,800千円のう

ち、175,134 千円は取引先への金融支援として考

えられるため、貸付金として会計処理することが

適正であると報告されました。 

当報告を受けて、当社は平成 22 年 1 月 8 日に

開催した取締役会において、当該取引先と金銭消

費貸借契約を締結することと、当事業年度の財務

諸表を訂正することを決議いたしました。 

貸付総額は 175,134 千円、貸付条件は、貸付利

率年 3.0%、返済期間は平成 22 年 2月から平成 29

年 1月までの 7年間、毎月末日の元利均等返済（最

終月に残額の一括返済）となっております。 

また、貸付先の財務・業績等を評価し、当該貸

付金に対して124,000千円の貸倒引当金を計上し

ております。 

 



 
前事業年度 

（自 平成 19 年 6 月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6 月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

 ３．当社は、平成 20 年 11 月 28 日開催の取締役会

決議に基づき、事業上関係のあるソフトウェア販

売会社に対して、関係強化を目的として資金の貸

付を行っております。貸付金額は 220,000 千円、

利率は年 3.0％、貸付の実施時期は平成 20 年 11

月 28 日 100,000 千円（１回目）、平成 20 年 12 月

４日 120,000 千円（２回目）、返済期限は平成 21

年 11 月 27 日となっております。また、貸付先の

財務・業績等を評価し、貸倒引当金を計上してお

ります。 

 なお、当該貸付金の返済条件について貸付先

と再度協議を行い、平成 21 年 11 月 28 日付で金

銭消費貸借契約を再締結したことに伴い、経済的

実態を貸借対照表に反映するため当該貸付金残

高 220,000 千円及びこれに対する貸倒引当金

110,000 千円の計上区分を流動資産から投資その

他の資産に変更しております。 

変更後の貸付総額は220,000千円、貸付条件は、

貸付利率年 3.0%、返済期間は平成 22 年 2 月から

平成 26 年 11 月までの 4 年 10 ヶ月間、毎月末日

の返済（最終月に残額の一括返済）となっており

ます。 

また、貸付先の財務・業績等を評価し、当該貸

付金に対して110,000千円の貸倒引当金を計上し

ております。 

４．平成 22 年 1 月 8 日に受領した外部調査委員会

による調査報告書により、当事業年度において取

得した有形固定資産の追加取得費用 26,250 千円

は取得原価として認められず、代表取締役に対す

る貸付金として会計処理することが適正である

と報告されました。 

当報告を受けて、当社は平成 22 年 1 月 8 日に

開催した取締役会において、当社代表取締役松村

明と金銭消費貸借契約を締結することと、当事業

年度の財務諸表を訂正することを決議いたしま

した。 

契約内容の詳細については、「第 5 経理の状況

(1)財務諸表等 関連当事者との取引」の項目を

ご参照ください。 

また、貸付先の返済能力を評価し、当該貸付金

に対して8,115千円の貸倒引当金を計上しており

ます。 

 

 

 



注記事項 

（損益計算書関係） 

（訂正前） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。 

＜省略＞ 

 

 

 

 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。 

＜省略＞ 

おおよその割合 

販売費 40.0％ 

一般管理費 60.0％ 
 

 

（訂正後） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。 

＜省略＞ 

 

 

 

 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。 

＜省略＞ 

おおよその割合 

販売費 39.9％ 

一般管理費 60.1％ 
 

 

 

 



（リース取引関係） 

（訂正前） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

２．貸主側 

（１）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  

取得価

額 

（千円）

減価償却

累計額 

（千円） 

期末残高

（千円）

工具、器具及

び備品 
170,390 82,485 87,904

ソフトウエア 29,871 19,879 9,991

合計 200,261 102,365 97,896

  

２．貸主側 

①ファイナンス・リース取引 

（１）リース投資資産の内訳 

流動資産 

 リース料債権部分 272,172 千円

 見積残存価額分 10,816 千円

 受取利息相当額 －千円

 リース投資資産 282,988 千円
 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 42,969 千円

１年超 58,323 千円

合計 101,292 千円

（３）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 113,356 千円

減価償却費 105,054 千円

受取利息相当額 8,836 千円

（４）利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法については、定額

法・利息法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。

（追加情報） 

 従来、貸主側の所有権移転外ファイナンス・リース取

引に含めていた一部の契約において、賃貸機器を増強し、

契約期間を延長した新たな契約を締結しました。新しい

契約内容について検討を行なった結果、当該契約は 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に該当しないと

判定し、新契約締結後の取引を所有権移転外ファイナン

ス・リース取引から除外して表示しております。 

 この結果、未経過リース料期末残高相当額が 467,292

千円（1年内 80,107 千円、1 年超 387,185 千円）減少し

ております。 

（２）リース投資資産に係るリース料債権部分の決算日

後の回収予定額 

流動資産 

  
リース投資資産 

（千円）  

 １年以内 33,229 

 １年超 

 ２年以内  33,229 

 ２年超 

 ３年以内  31,973 

 ３年超 

 ４年以内  29,344 

 ４年超 

 ５年以内  26,406 

 ５年超 117,990 

 合計 272,172 

  

②オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

１年以内 71,536 千円

１年超 488,829 千円

合計 560,365 千円
 

   

＜後略＞ 

 



（訂正後） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

２．貸主側 

（１）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  

取得価

額 

（千円）

減価償却

累計額 

（千円） 

期末残高

（千円）

工具、器具及

び備品 
170,390 82,485 87,904

ソフトウエア 29,871 19,879 9,991

合計 200,261 102,365 97,896

  

２．貸主側 

①ファイナンス・リース取引 

（１）リース投資資産の内訳 

流動資産 

 リース料債権部分 103,802 千円

 見積残存価額分 －千円

 受取利息相当額 －千円

 リース投資資産 103,802 千円
 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 42,969 千円

１年超 58,323 千円

合計 101,292 千円

（３）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 113,356 千円

減価償却費 105,054 千円

受取利息相当額 8,836 千円

（４）利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法については、定額

法・利息法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。

（追加情報） 

 従来、貸主側の所有権移転外ファイナンス・リース取

引に含めていた一部の契約において、賃貸機器を増強し、

契約期間を延長した新たな契約を締結しました。新しい

契約内容について検討を行なった結果、当該契約は 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に該当しないと

判定し、新契約締結後の取引を所有権移転外ファイナン

ス・リース取引から除外して表示しております。 

 この結果、未経過リース料期末残高相当額が 467,292

千円（1年内 80,107 千円、1 年超 387,185 千円）減少し

ております。 

（２）リース投資資産に係るリース料債権部分の決算日

後の回収予定額 

流動資産 

  
リース投資資産 

（千円）  

 １年以内 15,960 

 １年超 

 ２年以内  15,960 

 ２年超 

 ３年以内  14,704 

 ３年超 

 ４年以内  12,076 

 ４年超 

 ５年以内  9,137 

 ５年超 35,963 

 合計 103,802 

  

 

（削除） 

   

＜後略＞ 

 



（税効果会計関係） 

（訂正前） 

前事業年度 

（平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（平成 21 年 5 月 31 日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 1,203 千円

繰延税金資産（流動）合計 1,203 千円

繰延税金資産（固定）  

減価償却超過額 1,276 千円

その他有価証券評価差額金     20 千円

繰延税金資産（固定）の純額 1,297 千円

  

繰延税金資産（流動） 

未払事業税 106 千円

貸倒引当金繰入超過額 44,759 千円

役員退職慰労引当金繰入額否認 20,345 千円

未払事業構造改善費用 2,229 千円

繰延税金資産（流動）計 67,439 千円

繰延税金資産（固定） 

減価償却超過額 300 千円

貸倒引当金繰入超過額 556 千円

保証料償却否認 1,360 千円

繰越欠損金 79,366 千円

その他有価証券評価差額金 1,074 千円

繰延税金資産（固定）計 82,658 千円

繰延税金資産の合計 150,097 千円

評価性引当額 △150,097 千円

繰延税金資産 －千円
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の5以下のため記

載を省略しております。 

法定実効税率と法人税等負担率との差異については、

税引前当期純損失が計上されているため記載してお

りません。 

 



（訂正後） 

前事業年度 

（平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（平成 21 年 5 月 31 日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 1,344 千円

繰延税金資産（流動）合計 1,344 千円

繰延税金資産（固定）  

減価償却超過額 1,276 千円

貸倒引当金繰入超過額  24,492 千円

その他有価証券評価差額金     20 千円

繰延税金資産（固定）計 25,790 千円

繰延税金資産の合計 27,135 千円

評価性引当額 △27,135 千円

繰延税金資産 －千円

  

繰延税金資産（流動） 

未払事業税 181 千円

未払利子税 3 千円

役員退職慰労引当金繰入額否認 20,345 千円

未払事業構造改善費用 2,229 千円

繰延税金資産（流動）計 22,759 千円

繰延税金資産（固定） 

減価償却超過額 300 千円

貸倒引当金繰入超過額 123,565 千円

保証料償却否認 1,360 千円

繰越欠損金 64,496 千円

その他有価証券評価差額金 1,074 千円

繰延税金資産（固定）計 190,798 千円

繰延税金資産の合計 213,557 千円

評価性引当額 △213,557 千円

繰延税金資産 －千円
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
4.1％

住民税等均等割 1.1％

評価性引当額 58.0％

留保金課税 1.3％

特別税額控除 △6.4％

その他 △1.3％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 
97.5％

 

法定実効税率と法人税等負担率との差異については、

税引前当期純損失が計上されているため記載してお

りません。 

 

 



（関連当事者情報） 

（訂正前） 

前事業年度（自平成 19年 6月 1日 至平成 20 年 5月 31 日） 

役員及び個人主要株主等  

属性 氏名 住所 

資本金

又は出

資金 

（千円）

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

被所有割合

（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）
役員の兼

任等

（人）

事業上の

関係

役員 松村 明 ― ― 
当社代表

取締役  

(被所有) 

直接 60.09 
― ― 

新株予約権 

の付与  
5,647 

新株 

予約権 
5,647

役員 高緑 秀行 ― ― 
当社取締

役  

(被所有) 

直接 0.78 
― ― 

新株予約権 

の付与 
1,540 

新株 

予約権 
1,540

役員 徳永 淳子 ― ― 
当社取締

役 

(被所有) 

直接 0.23 
― ― 

新株予約権 

の付与 
1,540 

新株 

予約権 
1,540

役員 木原 礼子 ― ― 
当社取締

役 

(被所有) 

直接 0.23 
― ― 

新株予約権 

の付与 
1,540 

新株 

予約権 
1,540

（注）平成 19 年 8月 29 日開催の定時株主総会決議及び同年 9月 13 日開催の取締役会決議により発行した

新株予約権を記載しております。 

 

当事業年度（自平成 20年 6月 1日 至平成 21 年 5月 31 日） 

（追加情報）  

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 11 号 平成 18 年 10 月 17 日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 13 号 平成 18 年 10 月

17 日）を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

 

関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。） 等 

種類 

会社等の名

称または氏

名 

所在地 

資本金又は出

資金 

（千円） 

事業の内容又

は職業 

議決権等の被

所有割合 

（％） 

関連当事者

との関係

取引の内

容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）

役員 松村 明 ― ― 
当社代表取締

役 

(被所有) 

直接 60.09 

被債務保

証 

当社借入

に対する

被債務保

証(注) 

76,665 ― ― 

（注）当社は金融機関からの借入に対して、当社代表取締役 松村明の債務保証を受けております。なお、

保証料の支払は行っておりません。 

 



（訂正後） 

前事業年度（自平成 19 年 6 月 1 日 至平成 20 年 5月 31 日） 

役員及び個人主要株主等  

属性 氏名 住所 

資本金又

は出資金 

（千円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

被所有割合

（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）
役員の兼

任等（人）

事業上の

関係

役員 松村 明 ― ― 
当社代表取

締役 

(被所有) 

直接 60.09 
― ― 

新株予約権

の付与(注)1
5,647 

新株 

予約権 
5,647

資金の貸付

(注)2 
162,885 

役員に対

する長期

貸付金 

162,885

役員 高緑 秀行 ― ― 当社取締役 
(被所有) 

直接 0.78 
― ― 

新株予約権

の付与(注)1
1,540 

新株 

予約権 
1,540

役員 徳永 淳子 ― ― 当社取締役 
(被所有) 

直接 0.23 
― ― 

新株予約権

の付与(注)1
1,540 

新株 

予約権 
1,540

役員 木原 礼子 ― ― 当社取締役 
(被所有) 

直接 0.23 
― ― 

新株予約権

の付与(注)1
1,540 

新株 

予約権 
1,540

（注）1.平成 19 年 8 月 29 日開催の定時株主総会決議及び同年 9 月 13 日開催の取締役会決議により発行した

新株予約権を記載しております。 

2.当社は当事業年度において、代表取締役松村明に対して 162,885 千円を貸付金として処理しており、

貸付条件は、貸付利率年 3.0%、返済期間は平成 22 年 1 月から平成 37 年 9 月までの 15 年 9 ヶ月間、

毎月末日の元利均等返済となっております。 

また、当事業年度において、当該貸付金に対して 60,193 千円の貸倒引当金を計上しております。

なお、担保の提供は受けておりません。 

 

当事業年度（自平成 20 年 6 月 1 日 至平成 21 年 5月 31 日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 11 号 平成 18 年 10 月 17 日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 13 号 平成 18 年 10 月

17 日）を適用しております。 

  

関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。） 等 

種類 

会社等の

名称また

は氏名 

所在地 

資本金又は

出資金 

（千円） 

事業の内容

又は職業 

議決権等の被

所有割合

（％） 

関連当事者と

の関係 
取引の内容

取引 

金額 

（千円）

科目 

期末

残高

（千円）

役員 松村 明 ― ― 
当社代表

取締役 

(被所有) 

直接 60.09

 

被債務保証

当社借入に

対する被債

務保証(注)1

76,665 ― ― 

資金の貸付

資金の貸付

(注)2 
―

1 年内回収予定の

役員に対する長

期貸付金 

2,200

役員に対する長

期貸付金 
160,685

資金の貸付

(注)3 
26,250

役員に対する長

期貸付金 
26,250

（注）1. 当社は金融機関からの借入に対して、当社代表取締役 松村明の債務保証を受けております。なお、

保証料の支払は行っておりません。 

2. 当社は平成 20 年 5 月期において、代表取締役松村明に対して 162,885 千円を貸付金として処理して

おり、貸付条件は、貸付利率年 3.0%、返済期間は平成 22 年 1 月から平成 37 年 9 月までの 15 年 9 ヶ

月間、毎月末日の元利均等返済となっております。 

また、当該貸付金には、平成 20年 5月期において 60,193 千円の貸倒引当金が計上されております。

なお、担保の提供は受けておりません。 

3. 当社は当事業年度において、代表取締役松村明に対して 26,250 千円を貸付金として処理しており、

貸付条件は、貸付利率年 3.0％、返済期間は平成 22 年 7 月から平成 32 年 8 月までの 10 年 2 ヶ月間、

毎月末日の元利均等返済となっております。 

また、当事業年度において、当該貸付金に対して 8,115 千円の貸倒引当金を計上しております。な

お、担保の提供は受けておりません。 



 

（１株当たり情報） 

（訂正前） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

１株当たり純資産額 45,797.51 円

１株当たり当期純利益金額 4,495.18 円
 

１株当たり純資産額 17,740.86 円

１株当たり当期純損失金額(△) △26,742.17 円
 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
   4,435.61 円 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 
 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日) 

当事業年度 

(自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21年 5月 31 日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 61,583 △366,367 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
61,583 △366,367 

期中平均株式数（株） 13,700 13,700 

      

 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額     

  当期純利益調整額（千円） － － 

  普通株式増加数（株） 184 － 

 （うち新株予約権）  (184) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

会社法第 236 条、第 238 条、第

239条および第240条の規定に基

づく新株予約権 

（平成 19 年 8 月 29 日当社取締

役会の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

 種類 普通株式 2,000 株 
 

旧商法第 280 条の規定に基づ

く新株予約権 

（平成 17 年 11 月 30 日臨時株

主総会の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

種類 普通株式 572 株 

  

会社法第 236 条、第 238 条、第

239条および第 240条の規定に

基づく新株予約権 

（平成19年 8月29日当社取締

役会の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

 種類 普通株式 2,000 株 

 

 

 



（訂正後） 

前事業年度 

（自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21 年 5月 31 日） 

１株当たり純資産額 41,387.32 円

１株当たり当期純利益金額 84.99 円
 

１株当たり純資産額 6,521.74 円

１株当たり当期純損失金額(△) △33,552.62 円
 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
   83.86 円 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 
 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 

(自 平成 19 年 6月 1日 

至 平成 20 年 5月 31 日) 

当事業年度 

(自 平成 20 年 6月 1日 

至 平成 21年 5月 31 日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 1,164 △459,670 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
1,164 △459,670 

期中平均株式数（株） 13,700 13,700 

      

 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額     

  当期純利益調整額（千円） － － 

  普通株式増加数（株） 184 － 

 （うち新株予約権）  (184) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

会社法第 236 条、第 238 条、第

239条および第240条の規定に基

づく新株予約権 

（平成 19 年 9 月 13 日当社取締

役会の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

 種類 普通株式 2,000 株 
 

旧商法第 280 条の規定に基づ

く新株予約権 

（平成 17 年 11 月 30 日臨時株

主総会の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

種類 普通株式 572 株 

  

会社法第 236 条、第 238 条、第

239条および第 240条の規定に

基づく新株予約権 

（平成19年 9月13日当社取締

役会の決議によるもの） 

潜在株式の種類及び数 

 種類 普通株式 2,000 株 

 

 


